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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第３四半期連結
累計期間

第39期
第３四半期連結
累計期間

第38期

会計期間

自平成26年
　５月21日
至平成27年
　２月20日

自平成27年
　５月21日
至平成28年
　２月20日

自平成26年
　５月21日
至平成27年
　５月20日

売上高 （千円） 33,237,225 32,341,910 45,271,625

経常利益 （千円） 2,255,475 2,305,214 3,135,226

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 1,341,700 1,355,205 1,842,423

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 1,369,737 1,337,037 1,944,612

純資産額 （千円） 32,116,768 33,328,121 32,633,503

総資産額 （千円） 40,462,089 40,247,163 40,995,365

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 149.98 153.01 206.16

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 79.4 82.7 79.6

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 709,491 969,346 1,730,565

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △253,638 △382,647 △477,512

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 472,771 △1,912,815 704,543

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 17,822,643 17,525,499 18,851,615

 

回次
第38期

第３四半期連結
会計期間

第39期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成26年
　11月21日
至平成27年
　２月20日

自平成27年
　11月21日
至平成28年
　２月20日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 47.44 37.67

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

           ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結

　　累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

　　ます。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

 2/16



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績

　　　当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、経済政策の効果により、企業収益や雇用情勢に改善

　　が見られるものの、依然として個人消費が伸び悩むなど、不透明な状況が続いております。

　　　当社グループが関わる電設資材卸売業界におきましては、新設住宅着工戸数の改善が進まず、一部の省エ

　　ネ関連商品の需要が伸びているものの、販売価格の低下や競合の激化など、依然として厳しい状況が続いて

　　います。

　　　このような状況の中、当社グループは、基本戦略である小口多数販売を推進すべく、新規得意先の獲得、

　　既存得意先の深掘りに取組むとともに、得意先営業活動支援による他社との更なる差別化を強化してまいり

　　ました。

　　　この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高は323億４千１百万円（前年同期比2.7%減）となりました。

　　損益面につきましては、粗利益率の改善と経費の削減に努めた結果、営業利益は16億１千２百万円（前年同

　　期比1.5%減）、経常利益は23億５百万円（前年同期比2.2%増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は13億

　　５千５百万円（前年同期比1.0%増）となりました。

 

（2）資産・負債の状況

　（流動資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、267億１千６百万円となり、前連結会計年度末

　　に比べ８億５千９百万円減少しました。

　　　これは主に現金及び預金の12億８千５百万円減少、商品の３億７千１百万円増加等によるものであります。

　（固定資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、135億３千１百万円となり、前連結会計年度末

　　に比べ１億１千１百万円増加しました。

　　　これは主に有形固定資産の１億２千４百万円増加等によるものであります。

　（流動負債）

　　　当第３四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、51億６千５百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ15億９百万円減少しました。

　　　これは主に買掛金の３億１百万円増加、短期借入金の12億７千万円減少、未払法人税等の３億２千２百万

　　円減少等によるものであります。

　（固定負債）

　　　当第３四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、17億５千４百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ大きな変動はありません。

　（純資産）

　　　当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は、333億２千８百万円となり、前連結会計年度末に

　　比べ６億９千４百万円増加しました。

　　　これは主に利益剰余金の８億９千３百万円の増加、自己株式の取得による１億８千１百万円減少等による

　　ものであります。

 

　　　以上により、当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ、７億４千８百万

　　円減少して、402億４千７百万円となっております。
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（3）キャッシュ・フローの状況

　　　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前四

　　半期純利益が22億７千９百万円となり、法人税等の支払後の営業活動によるキャッシュ・フローで９億６千

　　９百万円獲得、投資活動によるキャッシュ・フローで３億８千２百万円使用、財務活動によるキャッシュ・

　　フローで19億１千２百万円使用したことにより、前連結会計年度末に比べて13億２千６百万円減少し、175億

　　２千５百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　　営業活動の結果獲得した資金は、９億６千９百万円（前年同四半期は７億９百万円獲得）となりました。

　　　これは主に、税金等調整前四半期純利益22億７千９百万円、減価償却費の２億２千８百万円、仕入債務の

　　増加額３億１百万円等の増加の一方、たな卸資産の増加額３億７千１百万円、法人税等の支払額12億７百万

　　円等の減少によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　投資活動の結果使用した資金は、３億８千２百万円（前年同四半期は２億５千３百万円使用）となりまし

　　た。

　　　これは主に、有形固定資産の取得による支出３億４千９百万円等の減少によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　財務活動の結果使用した資金は、19億１千２百万円（前年同四半期は４億７千２百万円獲得）となりまし

　　た。

　　　これは主に、短期借入金の純減少額12億７千万円、配当金の支払額４億６千１百万円、自己株式の取得に

　　よる支出１億８千１百万円等の減少によるものであります。

 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　 当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

　 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年２月20日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年４月１日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 11,405,400 11,405,400

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 11,405,400 11,405,400 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年11月21日～

平成28年２月20日
　－ 11,405,400 － 865,000 － 1,514,376

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成27年11月20日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成28年２月20日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,553,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,851,600 88,516 －

単元未満株式 普通株式 300 － －

発行済株式総数 11,405,400 － －

総株主の議決権 － 88,516 －

　（注）完全議決権株式（その他）の欄には証券保管振替機構名義の株式が100株含まれております。また、議決

　　　　権の数の欄には、同機構名義の完全議決権株式にかかる議決権の数１個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年２月20日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トシン・グループ㈱ 新宿区新宿1丁目3-7 2,553,500 － 2,553,500 22.39

計 ― 2,553,500 － 2,553,500 22.39

　（注）当第３四半期会計期間末現在の自己名義所有株式数は2,593,125株、その発行済株式総数に対する所有割

　　　　合は22.74％であります。

 

２【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年11月21日から

平成28年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年５月21日から平成28年２月20日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年２月20日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,053,014 17,767,665

受取手形及び売掛金 ※１ 7,159,133 ※１ 7,152,951

商品 1,089,410 1,461,318

繰延税金資産 136,331 136,331

その他 144,802 204,798

貸倒引当金 △6,834 △7,030

流動資産合計 27,575,857 26,716,035

固定資産   

有形固定資産   

土地 8,067,582 8,200,529

建設仮勘定 － 52,986

その他（純額） 2,194,456 2,132,598

有形固定資産合計 10,262,038 10,386,114

無形固定資産 540,485 581,512

投資その他の資産 ※２ 2,616,983 ※２ 2,563,501

固定資産合計 13,419,507 13,531,128

資産合計 40,995,365 40,247,163

負債の部   

流動負債   

買掛金 2,743,726 3,045,574

短期借入金 2,290,000 1,020,000

未払法人税等 618,787 296,279

賞与引当金 215,500 115,260

その他 806,289 687,924

流動負債合計 6,674,302 5,165,039

固定負債   

役員退職慰労引当金 818,031 854,670

退職給付に係る負債 803,571 832,574

その他 65,956 66,758

固定負債合計 1,687,559 1,754,003

負債合計 8,361,862 6,919,042

 

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

 8/16



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成27年５月20日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年２月20日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 865,000 865,000

資本剰余金 1,514,631 1,514,631

利益剰余金 35,508,708 36,402,692

自己株式 △5,460,967 △5,642,166

株主資本合計 32,427,372 33,140,157

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 137,571 92,469

退職給付に係る調整累計額 68,559 54,352

その他の包括利益累計額合計 206,131 146,822

非支配株主持分 － 41,141

純資産合計 32,633,503 33,328,121

負債純資産合計 40,995,365 40,247,163
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成27年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成28年２月20日)

売上高 33,237,225 32,341,910

売上原価 26,417,302 25,604,858

売上総利益 6,819,923 6,737,052

販売費及び一般管理費 5,183,205 5,124,572

営業利益 1,636,718 1,612,479

営業外収益   

受取利息 25,867 24,768

受取配当金 10,689 11,307

受取会費 507,508 502,200

その他 77,642 158,449

営業外収益合計 621,707 696,726

営業外費用   

支払利息 2,275 1,455

その他 675 2,535

営業外費用合計 2,950 3,990

経常利益 2,255,475 2,305,214

特別利益   

固定資産売却益 855 1,153

特別利益合計 855 1,153

特別損失   

固定資産売却損 2,452 3,267

固定資産除却損 6,483 1,426

減損損失 － 21,999

特別損失合計 8,935 26,694

税金等調整前四半期純利益 2,247,396 2,279,674

法人税等 905,695 883,327

四半期純利益 1,341,700 1,396,346

非支配株主に帰属する四半期純利益 － 41,141

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,341,700 1,355,205
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成27年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成28年２月20日)

四半期純利益 1,341,700 1,396,346

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 31,009 △45,102

退職給付に係る調整額 △2,972 △14,206

その他の包括利益合計 28,037 △59,309

四半期包括利益 1,369,737 1,337,037

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,369,737 1,295,896

非支配株主に係る四半期包括利益 － 41,141
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年５月21日
　至　平成27年２月20日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年５月21日
　至　平成28年２月20日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,247,396 2,279,674

減価償却費 330,360 228,816

減損損失 － 21,999

貸倒引当金の増減額（△は減少） 618 △105

賞与引当金の増減額（△は減少） △128,170 △100,240

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 36,440 7,235

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 36,372 36,639

受取利息及び受取配当金 △36,557 △36,076

支払利息 2,275 1,455

有形固定資産売却損益（△は益） 1,596 2,113

有形固定資産除却損 6,483 1,426

売上債権の増減額（△は増加） △815,763 6,483

たな卸資産の増減額（△は増加） △443,756 △371,907

仕入債務の増減額（△は減少） 703,592 301,848

その他 △37,470 △237,518

小計 1,903,416 2,141,844

利息及び配当金の受取額 37,849 36,076

利息の支払額 △2,275 △1,455

法人税等の支払額 △1,229,500 △1,207,118

営業活動によるキャッシュ・フロー 709,491 969,346

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 － △242,765

定期預金の払戻による収入 － 201,998

有形固定資産の取得による支出 △211,606 △349,338

有形固定資産の売却による収入 10,335 6,255

無形固定資産の取得による支出 △81,672 △4,989

その他 29,305 6,192

投資活動によるキャッシュ・フロー △253,638 △382,647

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,160,000 △1,270,000

自己株式の取得による支出 △220,852 △181,677

配当金の支払額 △466,375 △461,137

財務活動によるキャッシュ・フロー 472,771 △1,912,815

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 928,624 △1,326,115

現金及び現金同等物の期首残高 16,894,018 18,851,615

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 17,822,643 ※ 17,525,499
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　　　　（企業結合に関する会計基準等の適用）

　　　　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

　　　　う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

　　　　という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

　　　　会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

　　　　社の持分変動による差額を資本剰余金として計上する方法とともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費

　　　　用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合に

　　　　ついては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間

　　　　の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株

　　　　主持分から非支配株主持分へ表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連

　　　　結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　　　　　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

　　　　及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

　　　　首時点から将来にわたって適用しております。

　　　　　これによる損益に与える影響はありません。

 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　　　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

　　計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 四半期連結会計期間末日満期手形

　　 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　 なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

　 が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

　　　　前連結会計年度（平成27年５月20日）

　　　　受取手形　　　　－　千円

　　当第３四半期連結会計期間（平成28年２月20日）

　　　　受取手形　　　63,718千円

 

       ※２ 貸倒引当金

　　　　　　 次の貸倒引当金が投資その他の資産の残高に含まれております

　　　　　　　　前連結会計年度（平成27年５月20日）

　　　　貸倒引当金　　32,228千円

         　　　当第３四半期連結会計期間（平成28年２月20日）

　　　　貸倒引当金　　31,927千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年５月21日
至 平成27年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年５月21日
至 平成28年２月20日）

現金及び預金勘定 17,823,443千円 17,767,665千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △800 △242,165

現金及び現金同等物 17,822,643 17,525,499
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年５月21日　至　平成27年２月20日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年８月８日

定時株主総会
普通株式 233,713 26.0 平成26年５月20日 平成26年８月11日 利益剰余金

平成26年12月26日

取締役会
普通株式 232,449 26.0 平成26年11月20日 平成27年１月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年５月21日　至　平成28年２月20日）

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年８月７日

定時株主総会
普通株式 231,071 26.0 平成27年５月20日 平成27年８月10日 利益剰余金

平成27年12月28日

取締役会
普通株式 230,148 26.0 平成27年11月20日 平成28年１月29日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年５月21日　至　平成27年２月20日）

　当社グループの報告セグメントは「電気工事材料の販売」のみであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年５月21日　至　平成28年２月20日）

　当社グループの報告セグメントは「電気工事材料の販売」のみであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年５月21日
至　平成27年２月20日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年５月21日
至　平成28年２月20日）

１株当たり四半期純利益金額 149円98銭 153円01銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（千円）
1,341,700 1,355,205

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額（千円）
1,341,700 1,355,205

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,945 8,857

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　平成27年12月28日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（イ）配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　230百万円

　（ロ）１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　26円00銭

　（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　平成28年１月29日

　（注）平成27年11月20日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

EDINET提出書類

トシン・グループ株式会社(E02956)

四半期報告書

15/16



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成28年3月31日

トシン・グループ株式会社

取締役会　御中

 

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 笹本　憲一　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 坂本　裕子　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトシン・グルー
プ株式会社の平成27年５月21日から平成28年５月20日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年11月21日
から平成28年２月20日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年５月21日から平成28年２月20日まで）に係る四半期
連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結
キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トシン・グループ株式会社及び連結子会社の平成28年２月20日現在の
財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し
ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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